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上田市国民健康保険運営協議会の答申内容の説明資料

１ 上田市国民健康保険税率等を改定することについて

令和 4年度の国民健康保険税は、原案のとおり承認する。（ ）内は 3年度税率

所得割率 均等割額 平等割額 賦課限度額

基礎課税額

（医療給付費）分

5.90％

（6.90％）

20,000 円

(21,600 円)

19,900 円

(21,200 円)
630,000 円

後期支援金分
2.43％

（2.61％）

8,700 円

（8,700 円）

7,300 円

（7,300 円）
190,000 円

介護納付金分
2.20％

（2.60％）

8,900 円

（8,900 円）

6,500 円

（6,500 円）
170,000 円

※賦課限度額については、国による改定がなされた場合は改定後の額とする。

２ 答申の考え方

（１）国民健康保険事業基金等について

現在上田市における国民健康保険事業基金残高は 11 億 8 千万円(令和 2 年度末現

在)、令和 3年度繰越金の見込み額約 5億 9千万円と見込んでおり、基金と繰越金を

合わせると約 17億 7千万円の保有となる。そもそも、基金は各年度の国保事業にお

いて剰余分を積み立てたものであり、その原資は国保税によるところが大きい。そ

のため、これ以上の保有は、被保険者の理解を得ることが難しいことから、令和 4

年度については、国保税の引き下げに伴い生じる事業費納付金に対する不足額は、

基金等から 1億円余を充て、被保険者の負担を緩和する改定とすべきである。

（２）応能割と応益割について

長野県では令和 3 年に、令和 9 年度までを期間とした長野県内市町村の保険料

(税)統一に向けたロードマップが策定され、医療分の応益割保険料(税)を標準保険

料に近づけることとされた。ただし、標準保険料率は毎年度数値が変化することか

ら、当面の間、平均標準保険料率を目安とする。令和 4 年度は、一旦引き下げを行

うが、令和 5 年度以降については毎年示される標準保険料率の動向や基金等の活用

を総合的に判断し、段階的に引き上げを行うことも視野に入れ検討を行う改定とす

べきである。

（３）中間所得者層への配慮

国民健康保険の加入者は、年金所得者と所得のない者が半分以上を占め、応能割

である所得割の収入を中間所得者層に頼っている状況である。中間所得者層は、60

歳以下の世代であり、主に子育て世代とも重なる。これら世代の負担の緩和を図る

改定とすべきである。

（４）国民健康保険税全体の改定率及び改定税率の設定について

令和 4年度については、新型コロナウイルス感染症の影響による経済情勢の悪化、

国民健康保険事業基金等が一定程度確保されていることから、基金等の活用並びに

新たな財源を確保(特別調整交付金)できる目途が立つことなどの要因を総合的に判

断し、賦課税率を令和 3年度から△8.8%とする改定とすべきである。

令和 4 年 2月 22日

厚生委員会資料

健康こども未来部(国保年金課)
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国保 44 条とは 

第四四条 保険者は、特別の理由がある被保険者で、保険医療機関等に第四十二条

又は前条の規定による一部負担金を支払うことが困難であると認められるものに対し、

次の各号の措置を採ることができる。 

一 一部負担金を減額すること。 

二 一部負担金の支払を免除すること。 

三 保険医療機関等に対する支払に代えて、一部負担金を直接に徴収することとし、そ

の徴収を猶予すること。 

２ 前項の措置を受けた被保険者は、第四十二条第一項及び前条第二項の規定にか

かわらず、前項第一号の措置を受けた被保険者にあつては、その減額された一部負

担金を保険医療機関等に支払うをもつて足り、同項第二号又は第三号の措置を受け

た被保険者にあつては、一部負担金を保険医療機関等に支払うことを要しない。 

３ 第四十二条の二の規定は、前項の場合における一部負担金の支払について準用す

る。 

上記に基づき、各市町村で要綱作成して運用しています・・・ 

一部負担金の減免について 

国民健康保険被保険者の方が、災害や失業などの特別の理由により、一時的に著しく

収入が減少し、一部負担金の支払いが困難で、減免等の基準に該当する場合に、一

部負担金を免除、減額又は徴収を猶予します。 

対象となる特別な理由 

1. 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により死亡したとき、若しくは

障害者となったとき、又は資産に重大な損害を受けたとき 

2. 事業若しくは業務の休廃止又は失業等により収入が著しく減少したとき 

3. 上記 2 に準ずる理由により、収入が著しく減少したとき 
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減免等基準 

 
種種別 基基準 

免免除 
実収入月額（注釈 1）が基準生活費（注釈 2）×100 分の 115 以下、又は災害の

ため、家屋及び家財等の資産に 10 分の 7 以上の損害を受けた場合 

減減額 
実収入月額が基準生活費×100 分の 115 を超え、100 分の 130 以下、又は災

害のため、家屋及び家財等の資産に 10 分の 3 以上の損害を受けた場合 

徴徴収

猶予 

実収入月額が基準生活費×100 分の 130 を超え、基準生活費×100 分の 130

に一部負担金見込額を合計した額以下 

（注釈 1）実収入月額は、生活保護法の規定による保護の要否判定に用いられる収入

認定額です。  

（注釈 2）基準生活費は、生活保護法による保護の基準に規定する基準生活費です。 

 

減免の期間 

申請のあった日の属する月を含めて、12 か月につき 3 か月を限度とします。ただし、引

き続き減免を行う必要があると認められる場合は延期されます。 

申請に必要なもの 

1. 世帯の構成員の氏名、生年月日及び世帯主との続柄を示す書類 

2. 世帯の収入又は給与の状況を証明できる書類 

3. 預貯金、借入金及び資産の状況を確認できる書類 

4. 保険医療機関又は保険薬局の発行する一部負担金見込額及び療養に要す

る見込期間を証明できる書類 

5. 災害等の罹災を証明できる書類 

6. 上記のほか、申請理由を証明する資料 
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1 

2022．10．15 

南木曽町における「子ども均等割」独自減免制度 

 南木曽町議会議員 坂本 満 

 

 木曽郡南木曽町においては、今年度（2022 年）4 月から始まった国による国民健康保険税の「子

ども均等割」における未就学児の減免に加えて、町が独自に未就学児の均等割減免を行うことにな

り、未就学児の均等割負担がなくなりました。 

 その背景としては、対象者数が少なく比較的財政的負担が少ないことと、議員となった 2012 年か

ら一貫して国保税の負担軽減を行政に要求してきたことのなかで、全国的な運動による課題の認識

の拡がりが共有されてきたことなどがあげられると思います。 

 以下は、南木曽町における減免措置の概要と、2012 年から 2022 年における議会活動の報告です。 

  

1． 「南木曽町国民健康保険税条例における未就学児に係る国民健康保険税の減免に関する規則」

の概要 

 

◆目的：子育て世帯の経済的負担軽減を図るため 

◆対象者：減免の対象者は、世帯内に未就学児がいる納税義務者 

◆減免の方法：納税義務者に対する減免は、未就学児の当該年度の均等割額の全額 

（注釈・・国による未就学児の均等割額の半額負担の実施に合わせて、町が残りの半額を負担す

ることにしました。その結果納税義務者には全額減免となりました。） 

◆施行：令和４年４月１日から施行 

◆減免の額（2022．4．1現在） 

 未就学児に課せられている均等割は医療分が 17,000 円、後期高齢支援金分が 8,500 円で、減

免額はこれらの合計 25,500 円です（参考：下表の太字部分）。 

注：町の負担は 1人当り 12,750 円で、対象者 20人程度としても 255,000 円です。 

 

表 1 南木曽町の国民健康保険税率(2022.4.1) 

税率表 医療分 後期支援金分 介護分 

所得割 7.40％ 2.35％ 2.83％ 

均等割 17,000 円 8,500 円 10,500 円 

平等割 21,000円 6,300 円 7,000 円 

 

２．減免に至る経緯   

国保税負担の軽減を求める、議会における継続的な要望活動について、以下には、2012 年～2022

年における主に一般質問のなかから、子どもの均等割減免に関する部分の質疑の概要を示します。 

 

2012（H24）12   

質問：子育て支援ということで、均等割について、１８才までの子どもがいる場合には、無料化・

減免できないか。 

答え：法的な問題がある。国保運営協議会の中で研究をしたい。 
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2015（H27）12  

質問：国保において子どもに均等割がかかる。社会保険ではこうしたことは生じない。国保の場

合は多子家庭ほど国保の負担が増えていく。子ども子育て支援という点から国保税の均等割の減

免を提案したい。 

答え：国で定められた仕組みの中で、構成されているもので、町独自に助成するのは、制度のこ

ともあり慎重に検討していきたい。国保における子どもの対象者数は、15才までで 52人である。 

2017（H29）12  

質問：木曽町では国保税の減免ではなく、子育て支援という形で補助をしている。均等割の部分

を子育て支援する方法はあると思うが。 

答え：子育て支援または定住化策で支援していくかは、総体的に見て検討させていただきたい。

どういった方法でやるかは、ほかの例も参考にしながら検討したい。 

2018（H30）12  

質問：子どもの均等割負担軽減については、11/16 の国保関係団体が全国大会で子どもに係る均

等割軽減制度の創設決議や宣言などで謳っており、全国的な関心事だ。制度が国としてできなく

とも、町としてできる方法がないか。 

答え：必要に応じ町の国民健康保険運営協議会に諮り、その時に適した税率について検討して参

りたい。町村の負担を軽減する国への要望については、関係組織との連携を取りながら要望への

協力をしていきたい。 

2019（R1）12  

質問：均等割減免などについての町の検討の状況を。 

答え：均等割については、国保税そのものを減免する方法と木曽町のように 1 人毎月千円を補助

する方法で支援している場合がある。 

  11/28 の国保制度改善強化全国大会で「子どもに係る均等割り保険税の軽減制度の創設を求め

る意見」が採択され、全国的に共有されている要望だと理解している。町としては、子育て支援の

中で検討したい。 

2021（R3）6  

質問：均等割軽減について国で議論がされているが、町として国の法律の施行前から子どもの均

等割の軽減あるいは無料化の考えはないか。 

 答え：国は令和 4 年度から未就学児を対象に均等割額の 5 割を軽減するという制度を成立した。

前倒しについては財源を持っていないので、すぐの対応は考えられない。 

 

＊＊＊国による未就学児均等割 50％減免の制度施行＊＊＊ 

 

2022（R4）3  

 南木曽町国民保険税条例の一部改正 (減免対象者に未就学児がいる納税義務者を追加) 

 

2022（R4）9  

 9 月定例会の補正予算で未就学児均等割減免分繰入金として、保険基盤安定繰入金 87,000 円と

町単独分 87,000 円（実質の対象者は 7人程度）の 174,000 円が計上された。 

 

意見：減免の一歩前進だ、さらに均等割減免対象者を拡げ国保税の負担軽減を。 

 

引き続き国の制度の拡充を目指して、地域から声を上げていきたいと思います。  以上 
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